















5年間に看取で きる英米翻訳原価計算文献 ・英米系統原価計算文献から始 まっ
2)
た。次いで,昭和5年 頃において産業合理化運動に影響を受けた原価管理志向







場向けの原価計算文献であ り,日華事変(昭 和12年),太平洋戦争(昭 和16年)
とわが国が歩んだ戦争への道と密接な関連性 を有 している。換言すれば,準 戦
時下に出版 された原価計算文献について検討 をおこなうのである。
76一 経 理 知 識一







いう側面を重視 した際には,昭 和12年頃から終戦直後までは,長 い企業会計の
歴史のなかで も,と りわけ原価計算への関心が高揚 した時期であったという。







とを余儀 なくされた。以前 より原価計算制度を整備 していたご く少数の大企業
は別 として,中 小企業にとって原価計算の実施は困難 をきわめたに違いない。
これらの準則 ・要綱は,各 軍需工場や協力工場に対する軍需物資の安定調達の
一方策 として大 きな役割 を果た したのみならず,戦争の激化 とともに物価統制
の一手段 として軍需工場以外の[般 製造業にも普及 していったのである。 また,
原価計算実施のために,政府関係団体によって会計担当者や原価計算係などに
対 して盛んに講習会が開催 された り,これにかかわる文献が数多 く出版 さ濃 。
戦時下 とも言 うべ き昭和16年か ら'20年までの原価計算文献の展開からはまさに
社会的背景に大きく影響を受けた原価計算文献の姿 を看取することができるの
6)





財管準則 と略称する)は,製 造原価の集計に関する規定のみに止 まり,罰則規
定 を伴 っていなかった。・しかも,その後窄戦時体制下の もとで,戦 時経済運営
のための原価計算が利用価値 を有するに至 り,財管準則はその価値 を失ったの
7)
である。財管準則に代わって,昭和14年には陸軍軍需品工場事業場原価計算要
綱(以 下,陸 軍要綱 と略称する),昭和15年には海軍軍需品工場事業場原価計





「検査令」 と略称する)が 発布 されたのである。「検査令」は国家総動員法 の
第19条に基づいて原価計算の実施を,同 法の第31条に基づいて報告の義務 ・検
査の実施 をそれぞれ規定 していたのであった。つまり,「検査令」 は軍需品の
調弁価格 を適正に計算することを前提 とした原価計算の実施を法律的に規定 し






そこで,陸 軍 ・海軍は軍需工場 を管理下に置 く具体的な方策 として,原 価計
算の手続 を規定 した陸軍要綱,海 軍準則を制定 したのであった。ここに,戦 時
経済運営の一環 としての原価計算制度が頭角を現す。軍需工場にかかわる法令
「第十九条 政府は戦時に際 し国家総動員上必要あるときは勅令の定
むる所に依 り価格,運 送賃,保 管料,保 険料,賃 貸料又は
加工賃に関 し必要なる命令を為すことを得
策三十一条 政府は国家総動員上必要あるときは命令の定むる所 に依














こうした各規定に準拠 した軍需工場への陸軍 ・海軍の指導は,そ れぞれ別個
に実施された。まず,陸 軍関係から見てい くと,昭和13年に政府は陸軍軍需監
督官令(以 後,「監督官令」 と略称 する)を 公布 したが,こ れは陸軍が軍需品
工場 との契約をおこなうときには,監 督官,会 計監督官,監 督官補,会 計監督




施行規則(陸 軍省令53号)がそれぞれ公布 された。また,検 査令施行規則第 一
条に基づいて,陸 軍要綱が発布 されたのであ り,これにより原価計算を実施す
べ きことを命 じた。
他方,海 軍では 「検査令」 に基づいて昭和15年1月16日に海軍軍需品工場事
業場検査令施行規則(海 軍省令第一号)を 公布 し,これに基づいて海軍準則 を
制定 した。
各軍需品工場は陸軍要綱,海 軍準則 にしたがって原価計算を実施することと























六月に終わる学年に ミシガン大学でペー トン教授やロス教授の 「原価計算」を
学修 し,其の翌年にはコロンビア大学で ドー ア教授指導の 「原価計算」や 「上
級原価計算」等の学科に於てアメリカ式の実践主義的授業 を受け,欧 州 を巡っ
て帰朝 し昭和三年四月には,関西学院高等商業部で 「原価計算」の講座 を担当
12)
した」 と回顧 している。彼 は,い わゆる英米の原価計算理論 を学 んだ研 究者 だ
ったの で あ り,昭 和6年 出版 の 『工 場原 価 計 算法』 は ドアー の文 献(J.L.
Dohr,CostAcconnting,1924)などに依拠 しか り理論的な論述 に終始 したが,
この 『原価計 算の方法』 は実務の役 に立つ ことを最大の 目的 としてお り,「要
綱」 や 「準則」・の解説 をお こな った ものである。 したが って,商 工省原価計算
の方法(財 管準則),陸 軍原価計算 の方法(陸 軍要綱),海 軍原価 計算の 方法
(海軍準則),陸 海軍原価計算の比較(陸 軍要綱 と海軍準則の比較)な どの各
車が 中心 となって全体 が構成 されてお り,財 管準則,陸 軍要綱,海 軍準則 など
se-一 経 理 知 識一
参照すべ き規則が付録 と して巻末に綴 じられている。




を説明 している。この説明はかな り理論的であ り,ドイツの経営経済学にも基
づいている。 ・ ,
岸谷梧郎著 「(軍需品工場)原 価計算要綱の解説』であるが,岸谷 は軍需工
場に勤める実務家である。 とくに,こ の書の特色 として著者は,序 において
「此の度の本要綱の解説 を試み,中 略一一理論方面は成るべ く之を避け,
専 ら実務的に而 も立案に於ける重点は帳簿書類の様式であるから,之等 を豊富
14)
に掲載 し直ちに応用出来 うるや うに したことである」 と述べている。題名は
「(軍需品工場)原 価計算要綱の解説』であるが,内 容的には陸軍要綱の解説














例えば,第 一番 目に 「軍需品工場の経理制度はどう変ったのですか」 との問
に答えているが,少 し内容に立ち入ってみたい。
まず,陸 軍が軍需品工場に指示 した事項については次のとお りである。
「軍需品の調弁に当っては画一的な原価計算制を排 して充分なる企業創意
一一－me戦時下における原価計算文献の展開一81















陶山誠太郎著 『軍需工場品の原価計算』であるが,こ の書は当時,大 阪商科
19)
大学で教鞭を執っていた陶山誠太郎によって著わされたものであった。基本的
には,陸 軍の軍需工場にあてた手引書である。 これは,彼 が 「本書 は陸軍の原
価計算要綱に付 き一会計学徒の立場に於て,軍 需会社の実務家諸兄の便宜の為
20)
めにその解説 を試みたのである」 と述べている ことか らも明白であ ろう。 と く
に,統 一原価 計算制度 の章 においては,わ が 国にお ける統一原価計算制度の特
徴 について論説 をおこなってい る。
まず,昭 和14年に 日本学術振興会が物価 問題 の応急対策の一つ として公表 し
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(3)会計組織及勘定科 目並にその運用法 を統一すること
(4)計算諸表を統一すること
四,統 一原価計算制度 を実施 して経営の内部過程に於ける費用 を管理監督
し,これより原価の低減を図ること。特 に原材料の貯蔵数量に制限を
加へてその余剰は緊急作業に振向け,以 って資材 を国家的見地に従っ












岸谷梧郎著 「検査 令に依 る経理及原価計算 の実務」 であるが,こ の書 は




まず,岸 谷は序文において 「今や原価計算は時代の花形 として登場 し,凡ゆ
る経営部門に於て之れが実施を要請されつ ・あるが,従 来我国にあつて余 り実
施 を観なかつたのは,そ の難解と実行困難,其 の他の理由に依 るならんも,そ
24)
の主 なる ものは経営首脳部 の認識不足 に基 因せ ることは否め ない事実であ る」
と述べ,当 時の原価計算 に対 する考 え方 につ いて語 っている。








したが って,一 連の法令,要 綱 ・準則 の公表について岸谷 は 「従来の監督制
















































昭和14年以降に制定 された各要綱,準 則はおおむね陸軍要綱,海 軍準則に準
拠 していると考えられる。
最初に,陸 軍要綱から見てい きたい。 、






















た山下泰文が ドイツ視察に赴いた折 りに,ド イツでは軍需品の調弁に原価計算
を非常に合理的に運用 していることを知 り,わが国において も同様の基準 を作
成するよう命令 したことであったと言 う。 こうした命令 を受けて軍需工場の原





の目的は明示 されてはいないが,原 価計算は 「製品の製造及販売の為に費消せ
30)




















原価計算の方法は,個 別原価計算 と総合原価計算の2つ に分けられている。














































独 自の用語が用いられている。原価は 「製造原価,一 般管理費(総 係費)及 販
39)40)













るどしている。間接費を各部門(製 造部門,補助部門,工 場管理部門)に 配賦







定額 とは 「間接費事項を基礎 とし毎事業年度に於て要すべ き間接費の総額を出
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4.原価の構成に関する説明規定がほぼ同 じである。
5.間接費処理の規定はほぼ同じである。
6.生産形態の違いに したがって,総 合原価計算を単純原価計算,等 級別









門費 を各製造指図書に賦課することを規定 しているが,海 軍準則におい
ては部門別計算を実施 しない場合で も工場間接費(製 造部門費)と 一般




が前提であ り予定率 によっても配賦をおこなうことができると規定 して
いる。
上記では,陸 軍要綱 と海軍準則 について比較 をおこなった。細部については
その処理法に多 くの相違点を見いだす ことができるが,基 本的な枠組みはほぼ
同 じであるとい うことができるのではないだろうか。『原価計算の方法』にお
44)
いて青木は陸軍要綱 と海軍準則 を次のように評価 している。
「両規定共 も其の特徴 を有 してゐるが,一 利一害あつて,執 れが優れるもの
であると断定することは軽々出来ぬ。た"陸 軍が詳細に過 ぎ条文の順逆,重 複
等が見 られるに比 して,海 軍は簡潔であ り,条文の順序 も整ってゐるやうであ
るが,あ まり簡単に過 ぎ,海軍の準則のみでは疑問の箇所が多々存するのであ
一 拳戦時下 における原価計算文献の展 開一89
る 。」`








し,その関連か ら軍需物資の安定的調達,物 価統制の意味合いより制定 された
陸軍要綱 ・海軍準則についての論述 を進めてきた。 この論述の過程から当時の
原価計算思考を明 らかに した。 とくに注 目すべ き点は,以 前の原価計算文献に
比 して原価計算文献の性質はむ しろ,研究書,教 科書 という側面から,実用書
・手引書的性格を しだいに強めていったことである。戦争への道を進む過程に
おいて原価計算は各軍需工場がおこなうべき制度 として法的拘束を受け,し だ
いに軍需工場 を中心に普及をみた と言えるのではないだろうか。 したがって,
実施すべ き原価計算制度の解説書が切望 されたのであ り,原価計算文献の性質
としては理論的なものではな く,いかに原価計算 を実施すべ きかを論 じている
手続論的なものが多 く著わされるようになったのである。 これが,昭 和15～16
年頃に出版 された原価計算文献の特徴点であろう。結果的に,戦 争 とい う不幸
な出来事が原価計算の普及を促進 したことは皮肉である。
こうした準則 ・要綱の解説書は準戦時下 ということもあ り,英米系統原価計
算文献に敷桁 されたものではな く,ド イツ翻訳原価計算文献や ドイツ系統原価
計算文献に裏打ちされていた。わが国の原価計算基準は,企 業の実施すべ き原
価計算を示唆 した財管準則,ま た軍需品工場において実施すべ き原価計算 を規
定 した陸軍要綱 ・海軍準則,ま た両者 を統一 した製造原価計算要綱,さ らに業
種別に実施すべ き原価計算を細か く規定 した業種別原価計算準則 というように
進展 を見る。各種の業種別原価計算準則の制定によりわが国統一原価計算基準





実施 されたので,統 一原価計算制度は昭和18-・-19年に確立 されたとするのが妥
46)
当である。政府機関によって原価計算制度の実施が強制 され,原 価計算は各軍
需工場へ と普及 をみたのであ り,わが国における原価計算の普及は軍の強制力
を通 じて実現 したのである。 この意味では,国 家主導型の普及形態 をとったと
いうことがで きる。
統一原価計算制度確立へ と向かう流れのなかで,そ のごく初期 に著わされた
文献が今回本稿で検討 した軍需工場向けの原価計算文献であったのである。
注
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拙稿 「原価管理志向原価計算文献の登場一 昭和5年 頃から昭和12年頃までの
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